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５．モデル地域の事業化に向けて 

ここでは、取手市におけるモデル地域検討の結果をふまえて、他市町村における再エネ設備導

入の事業化に係る内容についてまとめる。 

5.1 優先する施策・事業のスモールスタート 

（１）地域の課題解決、地域への波及 

県内の市町村では、ゼロカーボンシティ宣言、地球温暖化対策実行計画等の策定が終了し、

2030年までを計画目標期間として、目標を達成するために新たな施策、事業が検討されて

いる。また、地域の温室効果ガス排出量を削減することを目標として、地域の住民、事業者、

行政などの主体ごとの役割や取り組みの方針が明らかにされている。 

計画に示された施策や事業を効果的に推進していくために、優先すべき重点施策について

予算化及び事業化に着手している状況と思われる。また、国の「地域脱炭素移行・再エネ交

付金」や「地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギ

ー設備等導入推進事業」などの、主に設備導入を目的とした支援制度を活用されることが想

定される。また、地域の課題解決のために、公民連携による事業実施が県内各地でみられる

ようになっている。 

市町村が再エネ導入の事業化に取り組み、関係住民や地元事業者がその活動に参加するこ

とで、各主体の理解が進む。さらにライフスタイルやビジネススタイルの変容につながるこ

とが期待される。したがって、地域脱炭素化への取り組みの初期段階では、再エネ設備によ

る自家消費の影響が各主体に波及するように、普及啓発することが重要といえる。 

 

（２）対象施設の選定、関係者との意見交換 

再エネ設備導入によって地域の課題を解決することを考えると、実現しやすい施設や場所

を選ぶ必要がある。（１）で述べたように全庁的な取り組みを推進する初期段階では、早期

に設備を導入し、再エネを活用することを経験してみる必要がある。 

経験やノウハウの蓄積が浅い状況であれば、ハードルの低い施設で導入することを考慮す

る。このハードルには、施設管理など関係者間で理解を深めることや事業連携についての合

意形成が含まれる。関係者によるワーキングチームをつくり、最初は設備導入に関する勉強

会から始め、事業化を目的とした関係課協議を進めていく方法などが考えられる。 

このワーキングチームの協議で、公民連携が必要と判断した場合は、関係する事業者に、

市町村が考える構想案や連携する条件を提示した上で、連携協定に参加する意向を確認する。 

また、小学校区などの身近な地域単位で、住民と対話することや意見交換の機会をつくるこ

とも考えられる。第三者所有型設備導入のように民間の役割や負担が大きくなる場合も、双

方にとってスモールスタートできるように、実行しやすく次につながる施策や事業とは何か

を念頭において関係者と協議する必要がある。 
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5.2 庁内調整・事業化への体制づくり 

（１）再エネ導入・普及を軸とした連絡・相談・協議の実施 

  今回検討した、特定の施設に再エネ設備を導入するための事業化検討は、多くの市町村の共

通テーマといえる。関係者の合意形成からスモールスタートさせる場合がある。例えば、施設

管理部署において、統廃合による施設利用目的の変更や屋根改修や老朽化設備の改修などが数

年後に予定されている状況を考えてみる。このような場合、省エネや再エネ設備導入の視点か

ら、環境部署と施設管理部署が協議する必要性が高い。部署間に跨る協議事項については、双

方から情報が共有され、状況に応じて連携の必要性を判断し、連携して事業を推進する方法や

手順から協議することが望ましい。 

  また、再エネ設備導入に関連する事業は、施設所管課が予算化し維持管理や運用することが

基本となる。施設への設備導入を周辺地域などに波及させること、レジリエンス強化や教育、

まちづくりなどの地域課題への解決につなげること、財源の負担を軽くすることなどのために

は、以下の点について関係部署が協議しながら事業化することが望まれる。 

  ・所管施設の新築・増改築・設備改修における脱炭素化の相談 

  ・脱炭素化関連事業の交付金、補助事業の活用 

  ・再エネ設備導入後のモニタリング、効果検証に関する情報共有と報告に関する事項 

  ・設備導入による住民や事業者への普及策の検討や実施 

  ・関係事業者との連携に関する事項 

 

（２）自己所有型及び第三者所有型の判断 

  再エネ設備を施設所管課で維持管理、運用するにあたって、施設所管課及び環境部署が連携

して導入検討、補助事業の申請、導入後の設備の運用や普及啓発に活用することなどの役割分

担について4章に示した。 

2030年までの期間に、職員の経験や意識の向上、市民や事業者へのPRや普及啓発を重視

する場合は、自己所有型で設備を維持管理し活用する判断も必要と考える。ただし、庁内関係

課職員の実務や工夫の蓄積、活用面に係る各種の負担を伴うものである。導入検討段階からこ

れらの効果と負担を考慮する必要がある。設備導入や維持管理のノウハウを蓄積することが、

人的負担や費用負担を軽減することにつながる。将来の世代や中長期的な変化を見据えると、

自己所有型による運用の経験やPDCAによる効率的な運用を各所管課に広げる意義があるも

のと考える。 

  一方、第三者所有型による運用は、将来的に不可欠と考えられる。PPA事業は、施設所管課

だけで検討するものではなく、設備導入や電力調達は一括契約や長期契約を前提とした契約に

移行することを想定して判断する必要がある。但し、自治体側の意思だけでは成り立たず、事

業者側の経営や事業性も条件になる。自治体側から事業者への要求水準を説明し、理解と協力

を得る必要も考えられる。 

 

（３）補助事業・事業債の活用 

  補助事業や事業債による支援を活用して、整備段階及び中長期に渡る財源の負担を軽減する

ことが不可欠になる。したがって、補助事業や事業債を活用することに精通し、財源確保や財

源の償還についての実務を経験して理解を深める必要がある。環境省は「脱炭素化事業支援情
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報サイト（エネ特ポータル）」を開設しており、補助事業への申請、最新の補助事業、活用事

例などを閲覧し、活用することができる。 

https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/enetoku/ 

 

 

 

また、環境部署に所属する職員は、脱炭素に係る国の支援事業を活用するためにノウハウを

蓄積する必要がある。施設所管課では、既に国庫補助などによる財源確保の手続きなどが進め

られている場合もある。脱炭素関連の支援事業の申請には、国や執行団体への相談に対応する

窓口を統一してあたる方が効果的な場合もあるものと考える。 

各種の支援事業には各々の事業目的に即した要件がある。また、執行期間も限られ、採用枠

に対する応募も増えて他都市との競争が高まるなかでは、申請採択や補助活用の確実性や事業

執行による効果が求められる。さらに、第三者所有を行う事業者にとっては、補助事業に対応

することでPPA電力単価を低減することも考えられる。市町村側と事業者側の双方の働きか

けで、公民連携による再エネ導入関連事業を広げていく必要性が高まっているといえる。 

https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/enetoku/
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